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「日米相互防衛援助協定の規定に基づく揮発油税及び地方揮発油税の免除の取扱いについて」新旧対照表 

 

（注）アンダーラインを付した箇所が新設し、又は改正した箇所である。 

改    正    後 改    正    前 

 

（免税の範囲） 

一 協定第６条の規定に基づき揮発油税及び地方揮発油税が免除されるこ

ととなっている揮発油には、中間業者等の手を経て日本国に引き渡され

るものも含むものとすること。 

 

（免税の手続） 

二 協定第６条の規定による揮発油税及び地方揮発油税の免除の手続は、

原則として、次によること。 

 

１ （省略） 

２ 日本国とアメリカ合衆国との間の相互防衛援助協定の実施に伴う関

税法等の臨時特例に関する法律施行令（昭和29年政令第103号。以下「特

例法施行令」という。）第２条《関税等の免除手続》に規定する「当該

資材等が同条の規定の適用を受けるものに該当するものであることに

ついてのアメリカ合衆国政府の権限ある官憲の発給する証明書」は、ア

メリカ合衆国大使館の長の指揮監督下に、日本国内において、協定に基

づき供与される資材、需品又は装備（以下「資材等」という。）の調達

に関しアメリカ合衆国政府の責務を遂行する在日米国相互防衛援助事

務所の長又は同事務所の長の委任を受けた者の発給に係る別紙第三号

様式による「日本国とアメリカ合衆国との間の相互防衛援助協定第６

条に基づく免税に関する証明書」（以下「免税の証明書」という。）の

第一部によること。 

 

（免税の範囲） 

一 協定第６条の規定に基き揮発油税及び地方揮発油税が免除されること

となっている揮発油には、中間業者等の手を経て日本国に引き渡される

ものも含むものとすること。 

 

（免税の手続） 

二 協定第６条の規定による揮発油税及び地方揮発油税の免除の手続は、

原則として、次によること。 

 

１ （同左） 

２ 日本国とアメリカ合衆国との間の相互防衛援助協定の実施に伴う関

税法等の臨時特例に関する法律施行令（昭和29年政令第103号。以下「特

例法施行令」という。）第２条《関税等の免除手続》に規定する「当該

資材等が同条の規定の適用を受けるものに該当するものであることに

ついてのアメリカ合衆国政府の権限ある官憲の発給する証明書」は、ア

メリカ合衆国大使館の長の指揮監督下に、日本国内において、協定に基

き供与される資材、需品又は装備（以下「資材等」という。）の調達に

関しアメリカ合衆国政府の責務を遂行する在日米軍軍事援助顧問団の

長又は同顧問団の長の委任を受けて行動する在日米軍軍事調達本部等

の職員の発給に係る別紙第三号様式による「日本国とアメリカ合衆国

との間の相互防衛援助協定第６条に基く免税に関する証明書」（以下

「免税の証明書」という。）の第一部によること。 

別紙１ 
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改    正    後 改    正    前 

３ 揮発油の製造者等が協定第６条の規定の適用を受け、揮発油税及び

地方揮発油税の免除を受けようとするときは、別紙第一号様式による

「日米相互防衛援助協定に基づく揮発油税及び地方揮発油税免税申請

書」（以下「免税申請書」という。）に免税の証明書の第一部だけに証

明を受けたもの２通を添えて、製造場の所轄税務署長又は保税地域の

所轄税関長に申請させること。 

４ ３の規定による申請があった場合には、内容を検討し、承認を与える

ことが相当と認められるときは、別紙第二号様式による「日米相互防衛

援助協定に基づく揮発油税及び地方揮発油税免税承認書」を申請者に

交付するとともに、免税申請書に添付された免税の証明書のうち１通

を当該申請者に交付すること。 

５ 日本国とアメリカ合衆国との間の相互防衛援助協定の実施に伴う関

税法等の臨時特例に関する法律（昭和29年法律第112号）第２条《関税

等を徴収する場合》第１項に規定する税務署長又は税関長の指定する

期間は、承認を与えた日の翌日から起算して６か月以内とすること。 

６ 特例法施行令第３条《政府への引渡の証明等》第１項に規定する「政

府の権限ある官憲の発給した証明書」は、免税の証明書の第二部によ

ること。この場合において、「政府の権限ある官憲」とは、防衛大臣又

は防衛大臣から権限を委任された防衛省の職員とすること。 

 

（免税手続の特例） 

三 揮発油の調達が揮発油の製造者以外の中間業者（揮発油の販売業者を

除く。）を通じて行われる場合で、二に定める手続によって揮発油税及び

地方揮発油税の免除を受けることが困難な場合には、次の手続によるこ

と。 

 

３ 揮発油の製造者等が協定第６条の規定の適用を受け、揮発油税及び

地方揮発油税の免除を受けようとするときは、別紙第一号様式による

「日米相互防衛援助協定に基く揮発油・地方揮発油税免税申請書」（以

下「免税申請書」という。）に免税の証明書の第一部だけに証明を受け

たもの二通を添えて、製造場の所轄税務署長又は保税地域の所轄税関

長に申請させること。 

４ ３の規定による申請があった場合には、内容を検討し、承認を与える

ことが相当と認められるときは、別紙第二号様式による「日米相互防衛

協定に基く揮発油・地方揮発油税免税承認書」を申請者に交付するとと

もに、免税申請書に添付された免税の証明書のうち一通を当該申請者

に交付すること。 

５ 日本国とアメリカ合衆国との間の相互防衛援助協定の実施に伴う関

税法等の臨時特例に関する法律（昭和29年法律第112号）第２条《関税

等を徴収する場合》第１項に規定する税務署長又は税関長の指定する

期間は、承認を与えた日の翌日から起算して６か月以内とすること。 

６ 特例法施行令第３条《政府の引渡の証明等》第１項に規定する「政府

の権限ある発給した証明書」は、免税の証明書の第二部によること。こ

の場合において、「政府の権限ある官憲」とは、防衛庁長官又は防衛庁

長官から権限を委任された防衛庁の職員とすること。 

 

（免税手続の特例） 

三 揮発油の調達が揮発油の製造者以外の中間業者（揮発油の販売業者を

除く。）を通じて行われる場合で、二に定める手続によって揮発油税及び

地方揮発油税の免除を受けることが困難な場合には、次の手続によるこ

と。 
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改    正    後 改    正    前 

１・２ （省略） 

３ 揮発油の製造者等が揮発油を製造場から移出し、又は保税地域から

引き取る場合において、製造場の所轄税務署長又は保税地域の所轄税

関長に対し１の免税の証明書及び２の明細書を添付して免税申請書を

提出したときは、当該税務署長又は税関長は、当該証明書に記載され

た揮発油の数量に98.65分の100を乗じて得た数量（リットル位未満の

端数があるときは、その端数を切り捨てて得た数量）に相当する揮発

油の移出又は引取りに対して、揮発油税及び地方揮発油税を免除する

こと。 

 

（免税揮発油の滅失の手続等） 

四 協定第６条の規定による揮発油税及び地方揮発油税の免除を受けた揮

発油が天災その他やむを得ない事由により滅失した場合等の承認手続

は、次によること。 

１ 特例法施行令第３条《政府への引渡の証明等》第２項に規定する承

認手続等は、別紙第四号様式による「日米相互防衛援助協定に基づく

免税物品等滅失承認申請書（揮発油税及び地方揮発油税）」を提出さ

せ、承認を与える場合には、別紙第四号の二様式による「日米相互防衛

援助協定に基づく免税物品等滅失承認通知書（揮発油税及び地方揮発

油税）」を、申請者に交付すること。 

また、同項に規定する申告手続等は、別紙第五号様式による「日米相

互防衛援助協定に基づく免税物品等滅失事実申告書（揮発油税及び地

方揮発油税）」を提出させ、その申告に係る事項について確認したとき

は、別紙第五号の二様式による「日米相互防衛援助協定に基づく免税物

品等滅失事実証明書（揮発油税及び地方揮発油税）」を申告者に交付す

ること。 

１・２ （同左） 

３ 揮発油の製造者等が揮発油を製造場から移出し、又は保税地域から

引き取る場合において、製造場の所轄税務署長又は保税地域の所轄税

関長に対し１の免税の証明書及び２の明細書を添付して免税申請書を

提出したときは、当該税務署長又は税関長は、当該証明書に記載され

た揮発油の数量に98.65分の100を乗じて得た数量（リットル位未満の

端数があるときは、その端数を切り捨てて得た数量）に相当する揮発

油の移出又は引取に対して、揮発油税及び地方揮発油税を免除するこ

と。 

 

（新 設） 
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改    正    後 改    正    前 

２ 特例法施行令第８条《免税調達資材等の譲受手続》第２項に規定す

る手続は、別紙第六号様式による「日米相互防衛援助協定に基づく免

税調達資材等の譲受けに関する書面（揮発油税及び地方揮発油税）」を

提出させること。 

 

（秘密の保護） 

五 この免税承認等に関して知ることのできた防衛秘密の保護について

は、日米相互防衛援助協定等に伴う秘密保護法（昭和29年法律第166号）

に違反することのないよう十分留意すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（秘密の保護） 

四 この免税承認等に関して知ることのできた防衛秘密の保護について

は、日米相互防衛援助協定等に伴う秘密保護法（昭和29年法律第166号）

に違反することのないよう十分留意すること。 
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改    正    後 改    正    前 
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改    正    後 改    正    前 
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改    正    後 改    正    前 
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改    正    後 改    正    前 
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改    正    後 改    正    前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新 設） 
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改    正    後 改    正    前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新 設） 
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改    正    後 改    正    前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新 設） 
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改    正    後 改    正    前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新 設） 
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改    正    後 改    正    前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新 設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


